
こんなニュースを聞くたびに私たち運用会社は
不安になる。だが、私たち以上に不安なのは、
私たちのファンドに投資してくださっている投
資家の方々だ。現在、多くの中国企業がADR
(米国預託証券)を活用して米国に上場している。
ADRとは米国市場で売買できる外国企業の証券
のことで、たとえ米国企業でなくても、米国株
式のように売買することができる仕組みのこと
だ。幅広い人たちに、様々な国の企業への投資
機会をもたらすADRは、素晴らしい仕組みだ。
だが近年、ADRを活用している中国企業の上場
廃止や、規制強化の機運が高まっている。背景
にあるのは、加熱する米中対立だ。米中対立が
先行き不透明な今、投資家の方々の資産形成の
ために、運用会社が辿り着いた1つの答え。

中国企業、
米国上場廃止。

香港上場企業だけで構成される株価指数
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当社12/9発⾏のマーケットレターで詳細を説明いたしましたように、中国配⾞最⼤⼿のディディ社の上
場廃止の発表と、それに伴う中国ADRの米国上場廃止の規制強化の連想の影響で関連株が乱高下する相場
が続いております。
https://www.daiwa-am.co.jp/specialreport/market_letter/20211207_01.pdf

当ファンドが連動を目指すATMX+指数が投資対象とするのは、香港証券取引所上場銘柄である点をあ
らためてご共有させていただきます。規制に関する動向で⼤きく価格が変動することは予想されますが、
米国での上場廃止のようなイベントにも「香港市場」というワンクッションがあります。

代替としての香港証券取引所の存在感は増しており、2021年8月にEV(電気⾃動⾞)メーカーのリ・オー
ト(理想汽⾞)、同じく2021年12月に中国SNS⼤⼿のウェイボー(微博)が重複上場を果たしました。引き続
き中国をめぐる規制に翻弄される局⾯が続きますが、指数リバランス時にニューエコノミー企業の新陳代
謝を反映していくことが予想されます。

お伝えしたいポイント

iFreeNEXT ATMX+

直近の米国上場の中国企業に関する動きについて

2021年12月20日

• ATMX+で投資対象となるのは香港証券取引所上場銘柄

• 米国から香港に重複上場する流れは継続する

ATMX+で投資対象となるのは香港証券取引所上場銘柄

ATMX+指数概要について
投資対象
香港証券取引所に上場している「中国企業」の中から、
業種（テック関連）・成⻑性・イノベーション指標の3要件を満たした株式

⽐率
等ウェイト（1銘柄10％）※リバランスタイミングで調整

銘柄数
10銘柄（投資対象の中の時価総額上位10銘柄）

指数構成銘柄入替タイミング
4月・10月

リバランスタイミング
4月・10月（等ウェイトへの⽐率調整を⾏う）
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ファンドの目的・特色
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投資リスク

ファンドの費用

 
当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証

されているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰
属します。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 
 

「株価の変動（価格変動リスク･信用リスク）」、「集中投資のリスク」、「為替変動リスク」、「カントリー・リスク」、
「その他（解約申込みに伴うリスク等）」 
※新興国には先進国とは異なる新興国市場のリスクなどがあります。 
※基準価額の動きが指数と完全に一致するものではありません。 
※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 
 

 

（注）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことがで
きません。 

※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。また、上場投
資信託証券および上場投資証券は市場価格により取引され、連動債券と併せ、その組入状況により費用が変動す
ることなどから、費用を表示することができません。 

※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 
 

投資者が直接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 
販売会社が別に定める率 

※徴収している販売会社は 
ありません。 

 
— 

信 託 財 産 留 保 額 ありません。 — 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

年率 0.781％ 
（税抜 0.71％） 

運用管理費用の総額は、日々の信託財産の純資産総額に
対して左記の率を乗じて得た額とします。 

そ の 他 の 費 用 ・ 
手 数 料 

（注） 
監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・
オプション取引等に要する費用、資産を外国で保管する
場合の費用等を信託財産でご負担いただきます。 
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URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00〜17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために⼤和アセットマネジメント株式会
社が作成したものです。
当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論⾒書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃身でご判断ください。
投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は⼤きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に⽣じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯⾦とは異なります。
投資信託は預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購⼊いただいた投資信託は投資者保護基⾦の対象ではありません。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他⼀切の権利はその発⾏者および許
諾者に帰属します。また、税⾦、⼿数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を示すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。
当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み⼊れることを、示唆・保証する
ものではありません。
分配⾦は収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ⼀定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配⾦が⽀払われない場合もあります。
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2021年11月30日　現在

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第624号 ○ ○  

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○  

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○ 

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○  

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ 〇 

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○ 

iFreeNEXT ATMX+　取扱い販売会社

販売会社名　（業態別、５０音順）

（金融商品取引業者名）
登録番号

加入協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

 
上記の販売会社については今後変更となる場合があります。また、新規のご購入の取り扱いを行っていない場合がありますので、各販
売会社にご確認ください。 6/6




